
総合戦略策定後の道内人口動向と
人口の将来見通しについて

１．総人口

２．自然増減

３．社会増減

４．将来推計
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１．総人口

２



総人口の推移（全国・北海道）
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系列1 系列2

更新

北海道 全国

○北海道の人口は、1997年（平成9）年に約570万人に達して以降、減少に転じており、
人口ビジョン作成時から引き続き全国を上回るスピードで人口減少が続いている。

北海道（万人） 全国（万人）

出典：総務省「国勢調査」「人口推計」

人口のピーク
平成20(2008)年
12,808.3万人

人口のピーク
平成9(1997)年
569.9万人

総人口の推移（全国・北海道）
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３区分人口の推移
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総人口 0～14歳 15～64歳 65歳以上

更新

更新

○人口ビジョン作成時から引き続き、生産年齢人口及び年少人口は減少、高齢者人口は増加と
なっている。

年齢３区分別人口割合の推移（全国・北海道）年齢３区分別人口の推移（全国・北海道）

出典：総務省「国勢調査」
平成30年は総務省「人口推計」

人
口( 

万
人)

( ％ )

生産年齢人口

総人口

年少人口

高齢者人口

高齢者人口が
年少人口を
逆転

( ％ )

1920

(大正9)年
1970

(昭和45)年
1990

(平成2)年
2010

(平成22)年

全国 36.5 24.0 18.2 13.2

北海道 40.9 25.3 18.4 12.0

全国 58.3 68.9 69.7 63.8

北海道 56.1 69.0 69.7 63.3

全国 5.3 7.1 12.1 23.0

北海道 3.0 5.8 12.0 24.7

年少人口
(0～14歳)

生産年齢人口
(15～64歳)

高齢者人口
(65歳～)

1925

(大正14)年
1975

(昭和50)年
1995

(平成7)年
2015

(平成27)年
2018

（平成30）年

全国 36.7 24.3 16.0 12.6 12.2

北海道 41.7 24.6 15.8 11.4 10.9

全国 58.2 67.7 69.5 60.7 59.7

北海道 55.2 68.5 69.3 59.6 57.7

全国 5.1 7.9 14.6 26.6 28.1

北海道 3.1 6.9 14.9 29.1 31.3

年少人口
(0～14歳)

生産年齢人口
(15～64歳)

高齢者人口
(65歳～)
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男女・年齢別人口（人口ピラミッド）の推移
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出典：総務省「国勢調査」

○14歳以下では年齢階層が
若いほど人口少なくなって
おり、年少人口の減少が顕
著になっている。

○65歳以上の各階層も
2010(平成22)年と比べて多
くなっているが、特に団塊の
世代の影響により高齢者数
が多くなっている。

年少人口の
減少が顕著

(男) (女)

(千人)

(男) (女)

(千人)

(男) (女)

(千人)

(男) (女)

(千人)

(男) (女)

(千人)
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労働力人口・就業者数の推移（北海道）

出典：総務省「国勢調査」、「労働力調査」により作成。

○労働力人口は2015年まで減少傾向にあったが、2015年以降は人口が減少する中でも、
女性の就業率の増加などにより、増加している。
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労働力人口・就業者数の推移（単位：万人）

労働力人口

就業者数

就業者

労働力人口

263

252

271

263

35

40

45

50

55

60

65

70

75

80

1
9

8
3

1
9

8
5

1
9

8
7

1
9

8
9

1
9

9
1

1
9

9
3

1
9

9
5

1
9

9
7

1
9

9
9

2
0

0
1

2
0

0
3

2
0

0
5

2
0

0
7

2
0

0
9

2
0

1
1

2
0

1
3

2
0

1
5

2
0

1
7

就業率の推移（単位：％）

男性の就業率

女性の就業率女性の就業率

75.0

40.7

65.9

47.2

男性の就業率

人口ビジョ
ン掲載無し
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女性の年齢階級別就業率（北海道）

出典：総務省「労働力調査」により作成。

○女性の年齢階級別の就業率は、大きく上昇してきているものの、未だ「Ｍ字」カーブが存在。

人口ビジョン
掲載無し
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総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響

更新

出典：自然増減･･･厚生労働省「人口動態統計」
社会増減･･･総務省「住民基本台帳人口移動報告」

総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響（北海道）
（影がついている部分：人口減少）

○人口ビジョン作成時と比較すると、社会減は小さくなっているが、自然減は大きくなってい
る。

自然増(＋)

社会減(－)

自然減(－)

社会減(－)

自然減(－)

社会増(＋)

自然増(＋)

社会増(＋)

2017年
（終点）

1960年
（起点）

1976年
1970年

1995年

2003年

社会減に加えて
自然減による

人口減少局面に

８



市町村別人口増減

人口増加１２市町村 増加数順

○人口増加数上位３市は、石狩管内の市部となっており、人口減少数上位の市町村は全て
石狩以外の中核都市等となっている。

（自然増減） （社会増減）
1 札幌市 4,854 ▲ 4,866 9,720 5,662

2 千歳市 413 79 334 505

3 恵庭市 294 ▲ 178 472 154

4 占冠村 192 ▲ 3 195 16

5 東川町 140 ▲ 48 188 83

6 留寿都村 75 ▲ 15 90 19

7 上士幌町 71 ▲ 28 99 31

8 ニセコ町 61 ▲ 7 68 86

9 赤井川村 34 ▲ 14 48 78

10 鶴居村 13 ▲ 8 21 13

11 標津町 7 ▲ 19 26 ▲ 43
12 秩父別町 3 ▲ 33 36 ▲ 104

市町村 H29増減数 H28増減数
（自然増減） （社会増減）

1 函館市 ▲ 2,984 ▲ 2,246 ▲ 738 ▲ 3,114

2 旭川市 ▲ 2,637 ▲ 1,987 ▲ 650 ▲ 2,440

3 釧路市 ▲ 2,127 ▲ 1,235 ▲ 892 ▲ 2,058

4 小樽市 ▲ 1,821 ▲ 1,333 ▲ 488 ▲ 2,158

5 室蘭市 ▲ 1,373 ▲ 779 ▲ 594 ▲ 1,438

6 北見市 ▲ 1,191 ▲ 705 ▲ 486 ▲ 1,070

7 岩見沢市 ▲ 1,119 ▲ 675 ▲ 444 ▲ 867

8 苫小牧市 ▲ 762 ▲ 561 ▲ 201 ▲ 659

9 稚内市 ▲ 656 ▲ 210 ▲ 446 ▲ 694

10 根室市 ▲ 619 ▲ 207 ▲ 412 ▲ 611

市町村 H29増減数 H28増減数

人口減少上位１０市町村 減少数順

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」

人口ビジョン
掲載無し
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生産年齢人口の推移（札幌市）
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生産年齢人口の推移（札幌市以外）

札幌市とその他地域の生産年齢人口

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」
※H15、H20は日本人のみ、H25、H30は外国人を含む。

○平成15年（2003年）から平成30年（2018年）の15年間で生産年齢人口が約2割の大幅な減少となって
いる。また、札幌市を除く地域では減少率が札幌の3倍以上となっている。

人口ビジョン
掲載無し

（千人） （千人）

（千人）
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3,400
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3,700

3,800

H15 H20 H25 H30

生産年齢人口の推移（北海道）

（人）

平成15年 平成30年 減少率

北海道 3,795,242 3,122,538 -17.7%

札幌市 1,307,523 1,220,112 -6.7%

札幌市以外 2,487,719 1,902,426 -23.5%
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２．自然増減
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出生数・死亡数・自然増加数の推移（北海道）

更新
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出典：厚生労働省「人口動態統計」

死亡数が
出生数を逆転

○人口ビジョン作成時から引き続き、出生は減少、死亡は増加の傾向が強くなっており、自然減が増加
し続けている。
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合計特殊出生率の推移（全国・北海道）

（人）

○人口ビジョン作成時から引き続き、本道の合計特殊出生率は全国より低く推移している。
○人口ビジョン作成時は東京都、京都府に次いで3番目に低い状況であったが、2018(平成30)年では、

東京都に次 いで全国で2番目となっている。

出典：厚生労働省「人口動態統計」

更新
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地域によって異なる出生率の推移

○1965年に2.0～2.3程度であった７都道県のうち、4都道県は1.2～1.4程度、3件は1.6～1.8

程度の水準となっている。
○背景には、出生率をとりまく社会状況やその変化の地域差があると考えられる。

0.8

1

1.2

1.4

1.6

1.8

2

2.2

2.4

2.6

1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015

全 国

０１北海道

０５秋 田

１３東 京

１８福 井

２９奈 良

３２島 根

４５宮 崎

人口ビジョン
掲載無し

・週60時間以上働く雇用者の割合が高い（東京都：47位、
北海道:46位、奈良県:41位）

・通勤時間が長い（東京都:44位、 奈良県:43位）
・女性の有業率と育児をしてい る女性の有業率の差が大きい
（東京都:46位、北海道:39位）

・保育所の整備率が低い （北海道:43位、東京都:39位）

全国

奈良県
北海道
東京都

秋田県

出典：厚生労働省「人口動態統計」
内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局「地域少子化・働き方指標（第３版）」 14



有配偶出生率と未婚率の地域差

○東京圏や大阪圏など都市圏に位置する都道府県では、女性の未婚率が高く、有配偶出生率が低い傾
向にある。

○北海道は東京圏・大阪圏の傾向と同様である。
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人口ビジョン
掲載無し

出典：総務省「国勢調査」（平成27年）、厚生労働省「人口動態統計」（平成27年）より
※１．未婚率は、国勢調査による日本人未婚者数の日本人人口（配偶関係不詳除く）に対する割合（性別・年齢階級別）と、

総務省による国籍不詳及び年齢不詳按分後の日本人の基準人口（性別・年齢階級別）を用いて作成。
※２．有配偶出生率は、厚生労働省「人口動態統計」（平成27年）による出生数（母の年齢計）の国勢調査から作成した日本人女性有配偶者数（15～49歳）に対する比率。
※３．日本人女性有配偶者数は、国勢調査による日本人有配偶者数の日本人人口（配偶関係府省除く）に対する割合（性別・年齢階級別）と、日本人の基準人口（性別・年齢階級別）を用いて作成。 15



女性の年齢別出生率

○都道府県別の年齢別出生率をみると、全国の中でも合計特出生率の高い沖縄県、島根県はいずれも20～34歳の出
生率が高い。

○全国の中でも合計特出生率が低い東京都、北海道はそれぞれ異なる動きをしている。
北海道では15～29歳の出生率が全国水準並となっているのに対し、30歳以降の年齢では低くなっている。

出典：別府志海・佐々井司「都道府県別女性の年齢（5歳階級）別出生率及び合計特殊出生率：2016年」
『人口問題研究』第73巻第４号、2017年12月、表１を元に作成。
※出生率は、各年齢階級の女性人口千対

人口ビジョン
掲載無し
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平均初婚年齢の推移（全国・北海道）

更新
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夫（北海道） 妻（北海道） 夫（全国） 妻（全国）

出典：厚生労働省「人口動態統計」

○2014(平成26)年まで増加傾向であったが、2014(平成26)年と2017(平成29)年を比べると
横ばいとなっている。

（歳）
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平均初婚年齢と出生順位別母の平均年齢の地域差

○平均初婚年齢、出生順位別の母の平均年齢は地域差があるが、北海道は全国
を下回っている。
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宮
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縄

第２子

第１子

第３子

（平均初婚年齢 全国 29.4歳）

（第１子 全国 30.7歳）

（第2子 全国 32.6歳）

（第3子 全国 33.7歳）

平均初婚
年齢（H29）

第１子 第２子 第３子

全国 29.4 30.7 32.6 33.7

北海道 29.3 30.3 32.3 33.5

青森 29 29.8 32.1 33.2

岩手 29.1 29.8 31.9 33.3

宮城 29.4 30.4 32.4 33.6

秋田 29.2 30.4 32.4 33.9

山形 29 30.1 32.3 33.5

福島 28.6 29.5 31.4 32.8

茨城 29.1 30.2 32.1 33.4

栃木 29.1 30.3 32.2 33.8

群馬 29.3 30.3 32.4 33.5

埼玉 29.5 30.8 32.9 33.9

千葉 29.6 30.9 32.9 33.8

東京 30.4 32.3 34.1 34.9

神奈川 29.9 31.4 33.4 34.3

新潟 29.1 30.5 32.5 33.9

富山 29.2 30.4 32.5 34

石川 29.1 30.3 32.3 33.9

福井 29 30.2 32.2 33.6

山梨 29.2 30.5 32.5 33.7

長野 29.5 30.6 32.7 34

岐阜 28.9 30.1 32.3 33.7

静岡 29.1 30.4 32.4 33.6

愛知 28.9 30.5 32.5 33.7

三重 28.8 30.1 32.2 33.3

滋賀 29.2 30.5 32.5 33.7

京都 29.8 31 33.1 34.1

大阪 29.5 30.7 32.7 33.7

兵庫 29.4 30.7 32.7 33.7

奈良 29.4 30.8 32.7 34

和歌山 28.7 29.7 31.9 33.2

鳥取 28.9 29.9 32.2 33.7

島根 29 30 32.3 33.6

岡山 28.7 30 31.8 33.2

広島 28.9 30.1 32.1 33.3

山口 28.7 29.6 31.7 33.1

徳島 29.3 30 32 33.5

香川 28.9 30.2 32 33.2

愛媛 28.8 29.7 31.8 33.3

高知 29.4 30.4 32.2 33.9

福岡 29.3 30.2 32.3 33.3

佐賀 28.6 29.6 31.5 32.9

長崎 29.2 29.7 31.8 33.3

熊本 29.3 29.8 31.7 32.9

大分 29.1 29.9 31.8 33.6

宮崎 28.7 29.4 31.5 33

鹿児島 29.2 29.9 31.9 33.3

沖縄 29 29.8 31.6 33

平均初婚年齢

出典：厚生労働省「平成29年（2017）人口動態統計月報年計（確定数）」
注 ：出生順位（第１子、第２子、･･･）とは、同じ母親がこれまでに生んだ出生子の総数について数えた順序である。

人口ビジョン
掲載無し

（歳）
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未婚率の推移（全国・北海道）
○男女とも全国と比較するとやや低く、平成22年からは、おおよそ横ばいとなっている。
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資料：国勢調査から算出(15歳以上人口に占める未婚者数の割合（配偶関係「不詳｣を含む。ただし、平成22年以降は配偶関係「不詳」を除く。）) 19



都道府県別５０歳時の未婚割合（２０１５年）
○男性の未婚率は23.48％、女性の未婚率は17.22％となっており、北海道の女性の未婚率は東京に次

いで２番目に高い。

※出典：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」
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人口ビジョン
掲載無し
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核家族化の推移（全国・北海道）
○全国的に三世代同居している世帯の割合及び平均世帯人数ともに減少傾向にある。
○北海道においては、三世代同居世帯割合が2015(平成27年)で3.2％と全国に比べて2.5％小さい。
○平均世帯人数は、2.13人と全国に比べて0.2ポイント下回っている。
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資料：国勢調査から算出（三世代同居割合：一般世帯数に占める3世代世帯数の割合）

更新
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育児休業の制度の規定及び取得状況（全国・北海道）

○規定事業所の割合は、平成26,27年に減少し、その後微増となっており、全国と比較すると約20％小さ
いが、女性の育児休業の取得率は全国と同程度となっている。

○平成29年の男性の育児休業取得率は全国に比べ2.9％低い。

男性
追加

出典：北海道「労働福祉実態調査」、厚生労働省「雇用均等基本調査」
※平成25年の規定事業所の割合（全国）については統計が無いため記載無し。
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更新
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若年者（１５～２４歳、２５～３４歳）失業率の推移（全国・北海道）

更新
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北海道 15-24歳

北海道 25-34歳

全国 15-24歳

全国 25-34歳

出典：総務省「労働力調査」

○北海道15-24歳、全国15-24歳については人口ビジョン作成時から大きく改善しているが、北海道25-34

歳は失業率が4％台に留まって いる。
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就業者の5歳階級別雇用形態

出典：総務省「就業構造基本調査」

○15～34歳で非正規等の割合が減少し、特に20代女性の正規雇用者数が増加している。
○65歳以上の就業者数が3割以上増加している。

-150,000 -100,000 -50,000 0 50,000 100,000

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75歳以上

平成２４年 北海道

非正規等（女） 正規（女） 非正規等（男） 正規（男）

-150,000 -100,000 -50,000 0 50,000 100,000

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳
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50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75歳以上

平成２９年 北海道

非正規等（女） 正規（女） 非正規等（男） 正規（男）

人口ビジョン
掲載無し

（男） （女） （男） （女）

H24 H29 H24 H29

15～24 52.3% 47.0% 58.4% 49.2%

25～34 22.7% 15.8% 49.6% 44.5%

男 女

非正規率
年齢階級

（歳）
H24 H29 増減率

総数 2,628,000 2,612,600 -0.6%

65歳以上 247,700 338,500 36.7%
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合計特殊出生率の高い市町村

○道内の合計特出生率の高い市町
村について、「第1次産業の就業者
割合が高い」、

「20歳代の有配偶率が高い」「3世

代同居割合が高い」といった特徴が
あることがうかがえる。

第一次産業 第二次産業 第三次産業 20～24歳 25～29歳

北海道 1.25 5,506,419 7.7 18.1 74.2 8.4% 32.6% 3.9%

えりも町 1.9 5,413 48.6 12.3 39.0 16.7% 41.7% 11.5%

別海町 1.86 15,855 40.9 13.1 46.0 15.6% 44.8% 12.3%

共和町 1.81 6,428 28.5 17.9 53.6 13.2% 45.9% 8.5%

日高町 1.8 13,615 31.5 13.6 54.9 16.3% 37.5% 5.0%

猿払村 1.75 2,825 33.4 27.6 39.0 11.2% 50.0% 6.1%

佐呂間町 1.74 5,892 32.0 23.9 44.1 16.1% 50.4% 8.7%

標茶町 1.73 8,285 33.5 12.5 54.0 22.3% 42.0% 8.3%

羅臼町 1.72 5,885 44.0 17.4 38.6 19.3% 41.9% 14.2%

大空町 1.71 7,933 40.7 11.3 48.0 16.7% 44.6% 12.3%

浦幌町 1.69 5,460 36.7 15.6 47.7 20.4% 44.6% 8.4%

人口
合計特殊

出生率

産業別就業者割合（％） 有配偶率（％） ３世代

同居割合

（％）

出典：厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」平成20～24年
総務省「国勢調査」（平成22、27年）
厚生労働省「人口動態調査」(H25～29)

※合計特出生率の更新した値については、
総務省「国勢調査」（平成27年)と厚生労働省「人口動態調査」（平成25～29年）を基に
北海道総合政策部地域戦略課にて算定したもの。

第一次産業 第二次産業 第三次産業 20～24歳 25～29歳

北海道 1.31 5,381,733 7.4% 17.9% 74.7% 7.0% 31.3% 3.2%

奥尻町 1.78 2,690 11.3% 12.7% 76.0% 17.6% 31.2% 3.3%

えりも町 1.75 4,906 50.3% 10.3% 39.4% 18.0% 42.9% 9.5%

別海町 1.74 15,273 40.0% 13.3% 46.7% 12.5% 37.5% 10.4%

新ひだか町 1.74 23,231 21.1% 14.0% 64.9% 16.5% 36.9% 3.8%

浜中町 1.74 6,061 50.4% 16.4% 33.2% 14.1% 39.2% 12.3%

共和町 1.72 6,224 26.3% 22.0% 51.7% 10.7% 40.2% 5.6%

幌延町 1.69 2,447 19.4% 16.8% 63.8% 11.7% 44.2% 3.3%

紋別市 1.69 23,109 9.4% 26.6% 64.1% 12.4% 40.9% 2.9%

標津町 1.69 5,242 33.1% 16.2% 50.7% 8.2% 29.5% 6.9%

根室市 1.67 26,917 20.2% 23.1% 56.7% 12.4% 36.4% 7.3%

合計特殊
出生率

人口
産業別就業者割合 ３世代

同居割合

有配偶率更新
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３．社会動態関連
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転入数・転出数・転入超過数の推移（日本人のみ）

更新
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転出 転入 転入超過数

高度経済成長期 バブル期 いざなみ景気

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」

○人口ビジョン作成以降、転出数の減少により転出超過が減少傾向にあったが、2018年は2017年に
比べ転入者の減少により転出超過が増加した。

(

万
人)
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年齢階層別の人口移動の状況（日本人のみ）

更新

15～19歳
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-1,088 

15～19歳
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-4,321 
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-4,733 
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-4,938 
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-4,726 
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-4,729 
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-4,445 
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-4,129 
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-4,732 
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25～29歳, -105625～29歳, -114625～29歳, -1,51425～29歳, -1568
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25～29歳, -1261

25～29歳, -1461

60～64歳, 589

60～64歳, 720

60～64歳, 682
60～64歳, 526 60～64歳, 417 60～64歳, 261

60～64歳, 267 60～64歳, 294
60～64歳, 287
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2011年

全体 -2,482
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2013年
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全体 -6,874

2017年

全体 -6,569
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（人）

90歳以上

85～89歳

80～84歳

75～79歳

70～74歳

65～69歳

60～64歳

55～59歳

50～54歳

45～49歳

40～44歳

35～39歳

30～34歳

25～29歳

20～24歳

15～19歳

10～14歳

5～9歳

0～4歳

○2014(平成26)年以降、15～19歳は転出超過数が減少傾向にあるが、20～24歳、
25～29歳は横ばいとなっている。また、60～64歳は転入超過が続いている。

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 28



東北, 664 東北, 811 東北, 825 

東京圏

-7,143 

東京圏

-3,572 

東京圏

-4,907 

東京圏

-6,374 東京圏

-7,455 

東京圏

-7,374 

東京圏

-6,906 

東京圏

-6,750 東京圏

-7,591 

-10000

-8000

-6000

-4000

-2000

0

2000

4000

2010年

全体 -8,637

2011年

全体 -2,482

2012年

全体 -6,745

2013年

全体 -8,154

2014年

全体-8,942

2015年

全体 -8,862

2016年

全体 -6,874

2017年

全体 -6,569

2018年

全体 -7,953

九州・沖縄

四国

中国

関西

中部

東京圏

北関東

東北

（

東北圏,2285

地域ブロック別の人口移動の状況（日本人のみ）

更新

○2014(平成26)年以降、東京圏への転出超過は横ばいとなっている。
○2016年以降東北から転入超過となっている。

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 29



性別・年齢階級別人口移動

出典：総務省「国勢調査」及び厚生労働省「都道府県別生命表」に基づき推定

○15～29歳の転出超過数が他の年代と比べ大きくなっており、女性より男性の転出が多く
なっているが、その差は小さくなってきている。

-20000

-15000

-10000

-5000

0

5000

純
移

動
数

（
人

）

男 2010年→2015年

女 2010年→2015年

男 2005年→2010年

女 2005年→2010年

更新
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男女別転入超過

出典：総務省「住民基本台帳移動報告」（日本人のみ）

○2009年以前は男性の転出超過が多い傾向であったが、2014年以降は女性の転出超過が
多い傾向となっている。
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振興局別の転出入

-2,278 

12,028 

-1,540 -1,137 -655 -750 -329 -677 -649 -436 
-1,711 

-264 -934 -668 

-30,000

-20,000

-10,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

空
知

石
狩

後
志

胆
振

日
高

渡
島

檜
山

上
川

留
萌

宗
谷

オ
ホ

ー
…

十
勝

釧
路

根
室

転入

転出

転入－転出

-1,800 

13,191 

-1,816 -1,047 -611 -947 -510 -1,369 -499 -649 -1,597 -735 -977 -634 

-30,000

-20,000

-10,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

空
知

石
狩

後
志

胆
振

日
高

渡
島

檜
山

上
川

留
萌

宗
谷

オ
ホ

ー
…

十
勝

釧
路

根
室

転入

転出

転入－転出

平成２６年１月～１２月 平成３０年１月～１２月 更新

出典：北海道総合政策部「住民基本台帳人口移動報告(H26.1～H26.12)(H30.1～H30.12)」

○2014(平成26)年と同様に2018(平成30)年でも、札幌市を含む石狩振興局管内のみが転入超過で、
他の全ての管内で転出超過となっており、札幌圏への人口集中が進んでいる。
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振興局別の道外転出入の状況
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○2014(平成26)年では全ての振興局で転出超過となっているが、2018(平成30)年では檜山のみ転入超
過となっている。
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出典：北海道総合政策部「住民基本台帳人口移動報告(H26.1～H26.12)(H30.1～H30.12)」
33



振興局別の転出入の状況 （1/2)
○道外については、北海道人口ビジョン作成時と同様に転出・転入ともに東京圏が多い。
○道内については、北海道人口ビジョン作成時と同様に檜山を除き、転出・転入ともに石狩が多い。

檜山は渡島が最も多い。
○石狩について、道内への転出計が約2000人減少しているが、道外への転出計は横ばいとなっている。

-1,800 (-0.6%) -155 (-0.1%)

転入計 5,673 転出計 7,951 転入計 1,342 転出計 1,798 転入計 5,098 転出計 6,898 転入計 1,526 転出計 1,681

1 石 狩 3,000 石 狩 5,113 東 京 都 273 東 京 都 438 1 石 狩 2,728 石 狩 4,582 東 京 都 300 東 京 都 381

2 上 川 816 上 川 951 神奈 川県 165 神奈 川県 209 ［人口 299,132］ 2 上 川 2,533 上 川 2,533 神奈 川県 164 神奈 川県 208

3 胆 振 346 胆 振 437 埼 玉 県 128 埼 玉 県 170 3 胆 振 311 胆 振 377 埼 玉 県 135 埼 玉 県 160 合計 -1,955

13,191 (0.6%) -4,185 (-0.2%)

転入計 38,295 転出計 26,267 転入計 26,771 転出計 31,798 転入計 37,474 転出計 24,283 転入計 27,414 転出計 31,599

1 上 川 5,582 上 川 4,106 東 京 都 6,440 東 京 都 9,079 1 上 川 5,638 胆 振 3,885 東 京 都 6,568 東 京 都 9,141

2 胆 振 5,573 胆 振 3,931 神奈 川県 2,968 神奈 川県 3,787 ［人口 2,374,577］ 2 胆 振 5,475 上 川 3,659 神奈 川県 3,021 神奈 川県 3,611

3 空 知 5,113 渡 島 3,165 千 葉 県 2,119 千 葉 県 2,569 3 空 知 4,582 渡 島 2,947 埼 玉 県 2,122 千 葉 県 2,576 合計 9,006

-1,816 (-0.9%) -186 (-0.1%)

転入計 4,410 転出計 5,950 転入計 1,284 転出計 1,532 転入計 3,955 転出計 5,771 転入計 1,337 転出計 1,523

1 石 狩 2,543 石 狩 4,194 東 京 都 248 東 京 都 354 1 石 狩 2,333 石 狩 4,135 東 京 都 237 東 京 都 359

2 胆 振 367 胆 振 345 神奈 川県 133 神奈 川県 175 ［人口 213,005］ 2 胆 振 297 胆 振 422 神奈 川県 156 神奈 川県 181

3 渡 島 319 渡 島 282 埼 玉 県 86 埼 玉 県 120 3 渡 島 271 渡 島 271 埼 玉 県 81 千 葉 県 123 合計 -2,002

-1,047 (-0.3%) -536 (-0.1%)

転入計 7,462 転出計 8,599 転入計 2,759 転出計 3,354 転入計 7,278 転出計 8,325 転入計 2,615 転出計 3,151

1 石 狩 3,931 石 狩 5,573 東 京 都 480 東 京 都 697 1 石 狩 3,885 石 狩 5,475 東 京 都 418 東 京 都 645

2 渡 島 625 渡 島 592 神奈 川県 288 神奈 川県 385 ［人口 396,043］ 2 渡 島 558 渡 島 544 神奈 川県 250 神奈 川県 394

3 日 高 483 上 川 413 愛 知 県 263 千 葉 県 320 3 日 高 429 上 川 392 千 葉 県 203 千 葉 県 306 合計 -1,583

-611 (-0.9%) -74 (-0.1%)

転入計 1,638 転出計 2,293 転入計 508 転出計 664 転入計 1,465 転出計 2,076 転入計 519 転出計 593

1 石 狩 698 石 狩 1,169 東 京 都 83 東 京 都 96 1 石 狩 612 石 狩 1,106 神奈 川県 61 東 京 都 101

2 胆 振 319 胆 振 483 千 葉 県 47 千 葉 県 64 ［人口 67,971］ 2 胆 振 336 胆 振 429 東 京 都 59 千 葉 県 61

3 空 知 102 十 勝 142 埼 玉 県 44 神奈 川県 62 3 十 勝 94 十 勝 120 千 葉 県 48 神奈 川県 47 合計 -685

-947 (-0.2%) -1,242 (-0.3%)

転入計 6,035 転出計 6,785 転入計 3,979 転出計 5,039 転入計 5,472 転出計 6,419 転入計 3,582 転出計 4,824

1 石 狩 3,165 石 狩 4,170 東 京 都 750 東 京 都 1,094 1 石 狩 2,947 石 狩 4,160 東 京 都 661 東 京 都 1,081

2 胆 振 592 胆 振 625 青 森 県 508 神奈 川県 684 ［人口 400,823］ 2 胆 振 544 胆 振 558 青 森 県 455 神奈 川県 628

3 檜 山 518 檜 山 336 神奈 川県 464 青 森 県 460 3 檜 山 507 上 川 309 神奈 川県 414 千 葉 県 438 合計 -2,189

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 転入－転出
渡島 道内 -947

道外 -1,242

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 転入－転出
日高 道内 -611

道外 -74

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 転入－転出
胆振 道内 -1,047

道外 -536

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 転入－転出
後志 道内 -1,816

道外 -186

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 転入－転出
石狩 道内 13,191

道外 -4,185

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 転入－転出
空知 道内 -1,800

道外 -155

-2,278

-456

-2,734

石狩

［人口　2,360,304］

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 12,028(0.5%) 転入－転出 -5,027(-0.2%)

空知

［人口　315,732］

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 -2,278(-0.7%) 転入－転出 -456(-0.1%)
道内

道外

合計

道内

道外

合計

12,028

-5,027

7,001

後志

［人口　221,917］

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 -1,540(-0.7%) 転入－転出 -248(-0.1%)
道内

道外

合計

-1,540

-248

-1,788

胆振

［人口　407,396］

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 -1,137(-0.3%)

渡島

［人口　415,696］

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 -595(-0.1%)
道内

道外

合計

-1,137

-595

-1,732

日高

［人口　71,504］

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出

転入－転出 -750(-0.2%) 転入－転出 -1,060(-0.3%)
道内

道外

合計

-750

-1,060

-1,810

-655(-0.9%) 転入－転出 -156(-0.2%)
道内

道外

合計

-655

-156

-811

更新

平成２６年１月～１２月 平成３０年１月～１２月

出典：北海道総合政策部「住民基本台帳人口移動報告(H26.1～H26.12)(H30.1～H30.12)」 34



振興局別の転出入の状況 (2/2)
-510 (-1.4%) 3 (0.01%))

転入計 910 転出計 1,239 転入計 229 転出計 248 転入計 729 転出計 1,239 転入計 197 転出計 194

1 渡 島 336 渡 島 518 埼 玉 県 34 東 京 都 48 1 渡 島 276 渡 島 507 東 京 都 41 東 京 都 38

2 石 狩 285 石 狩 420 東 京 都 30 青 森 県 28 ［人口 37,120］ 2 石 狩 255 石 狩 453 埼 玉 県 29 埼 玉 県 26

3 胆 振 65 胆 振 63 神奈 川県 25 埼 玉 県 22 3 胆 振 41 後 志 65 神奈 川県 23 神奈 川県 26 合計 -507

-1,369 (-0.3%) -627 (-0.1%)

転入計 9,156 転出計 9,833 転入計 3,025 転出計 3,924 転入計 8,188 転出計 9,557 転入計 3,184 転出計 3,811

1 石 狩 4,106 石 狩 5,582 東 京 都 556 東 京 都 883 1 石 狩 3,659 石 狩 4,458 東 京 都 596 東 京 都 821

2 オホーツク 1,040 空 知 816 神奈 川県 319 神奈 川県 432 ［人口 501,046］ 2 オホーツク 903 オホーツク 903 神奈 川県 339 神奈 川県 392

3 空 知 951 オホーツク 787 埼 玉 県 233 埼 玉 県 311 3 空 知 809 空 知 809 埼 玉 県 223 千 葉 県 339 合計 -1,996

-499 (-1.1%) -44 (-0.1%)

転入計 1,236 転出計 1,885 転入計 171 転出計 227 転入計 1,194 転出計 1,693 転入計 193 転出計 237

1 石 狩 495 石 狩 922 東 京 都 42 東 京 都 48 1 石 狩 471 石 狩 736 東 京 都 24 東 京 都 43

2 上 川 232 上 川 370 神奈 川県 15 神奈 川県 28 ［人口 46,834］ 2 上 川 245 上 川 371 山 形 県 22 神奈 川県 30

3 空 知 98 空 知 125 愛 知 県 12 千 葉 県 17 3 空 知 78 空 知 147 神奈 川県 21 千 葉 県 15 合計 -543

-649 (-1.0%) -61 (-0.1%)

転入計 1,855 転出計 2,291 転入計 409 転出計 491 転入計 1,567 転出計 2,216 転入計 375 転出計 436

1 石 狩 767 石 狩 1,043 東 京 都 62 東 京 都 104 1 石 狩 649 石 狩 1,003 東 京 都 59 東 京 都 92

2 上 川 390 上 川 504 埼 玉 県 42 神奈 川県 62 ［人口 65,039］ 2 上 川 308 上 川 465 神奈 川県 45 埼 玉 県 39

3 オホーツク 144 オホーツク 121 神奈 川県 37 千 葉 県 53 3 オホーツク 145 オホーツク 140 埼 玉 県 32 神奈 川県 39 合計 -710

-1,597 (-0.6%) -528 (-0.2%)

転入計 5,139 転出計 6,850 転入計 1,718 転出計 2,043 転入計 4,820 転出計 6,417 転入計 1,617 転出計 2,145

1 石 狩 2,128 石 狩 3,379 東 京 都 349 東 京 都 508 1 石 狩 1,954 石 狩 3,177 東 京 都 308 東 京 都 451

2 上 川 787 上 川 1,040 神奈 川県 200 神奈 川県 228 ［人口 285,525］ 2 上 川 769 上 川 903 神奈 川県 176 神奈 川県 223

3 十 勝 557 十 勝 591 千 葉 県 130 埼 玉 県 158 3 十 勝 470 十 勝 618 千 葉 県 132 千 葉 県 201 合計 -2,125

-735 (-0.2%) -359 (-0.1%)

転入計 6,171 転出計 6,435 転入計 2,188 転出計 2,697 転入計 5,739 転出計 6,474 転入計 2,550 転出計 2,909

1 石 狩 2,781 石 狩 3,272 東 京 都 380 東 京 都 601 1 石 狩 2,527 石 狩 3,585 東 京 都 468 東 京 都 710

2 釧 路 742 上 川 622 神奈 川県 180 神奈 川県 286 ［人口 342,668］ 2 釧 路 691 釧 路 546 神奈 川県 250 神奈 川県 269

3 オホーツク 591 釧 路 612 埼 玉 県 158 埼 玉 県 221 3 オホーツク 618 上 川 517 埼 玉 県 161 千 葉 県 254 合計 -1,094

-977 (-0.4%) -418 (-0.2%)

転入計 4,545 転出計 5,479 転入計 1,663 転出計 2,134 転入計 4,269 転出計 5,246 転入計 1,658 転出計 2,076

1 石 狩 1,816 石 狩 2,644 東 京 都 350 東 京 都 479 1 石 狩 1,701 石 狩 2,614 東 京 都 313 東 京 都 500

2 十 勝 612 十 勝 742 神奈 川県 145 神奈 川県 257 ［人口 233,713］ 2 十 勝 546 十 勝 691 神奈 川県 175 神奈 川県 239

3 根 室 571 オホーツク 457 千 葉 県 113 千 葉 県 177 3 根 室 533 オホーツク 427 千 葉 県 110 千 葉 県 191 合計 -1,395

-634 (-0.8%) -75 (-0.1%)

転入計 1,615 転出計 2,283 転入計 508 転出計 617 転入計 1,561 転出計 2,195 転入計 502 転出計 577

1 石 狩 552 石 狩 814 東 京 都 92 東 京 都 124 1 石 狩 562 石 狩 810 東 京 都 91 東 京 都 142

2 釧 路 395 釧 路 571 神奈 川県 42 埼 玉 県 69 ［人口 76,043］ 2 釧 路 385 釧 路 533 神奈 川県 47 神奈 川県 48

3 十 勝 206 十 勝 220 埼 玉 県 40 神奈 川県 67 3 十 勝 172 十 勝 253 埼 玉 県 46 埼 玉 県 47 合計 -709

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 転入－転出
根室 道内 -634

道外 -75

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 転入－転出
釧路 道内 -977

道外 -418

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 転入－転出
十勝 道内 -735

道外 -359

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 転入－転出
オホーツク 道内 -1,597

道外 -528

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 転入－転出
宗谷 道内 -649

道外 -61

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 転入－転出
留萌 道内 -499

道外 -44

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 転入－転出
上川 道内 -1,369

道外 -627

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 転入－転出
檜山 道内 -510

道外 3

-329

-19

-348

上川

［人口　514,080］

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 -677(-0.1%) 転入－転出 -899(-0.2%)

檜山

［人口　39,740］

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 -329(-0.8%) 転入－転出 -19(-0.05%)
道内

道外

合計

道内

道外

合計

-677

-899

-1,576

留萌

［人口　49,694］

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 -649(-1.3%) 転入－転出 -56(-0.1%)
道内

道外

合計

-649

-56

-705

宗谷

［人口　68,512］

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 -436(-0.6%)

十勝

［人口　348,574］

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 -82(-0.1%)
道内

道外

合計

-436

-82

-518

オホーツク

［人口　297,037］

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出

転入－転出 -264(-0.1%) 転入－転出 -509(-0.1%)
道内

道外

合計

-264

-509

-773

-1,711(-0.6%) 転入－転出 -325(-0.1%)
道内

道外

合計

-1,711

-325

-2,036

道内

道外

合計

-668

-109

-777

-934

-471

-1,405

根室

［人口　79,240］

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 -668(-0.8%) 転入－転出 -109(-0.1%)

釧路

［人口　242,232］

順
位

道内 道外 転出入の差

転入－転出 -934(-0.4%) 転入－転出 -471(-0.2%)
道内

道外

合計

更新

平成２６年１月～１２月 平成３０年１月～１２月
出典：北海道総合政策部「住民基本台帳人口移動報告(H26.1～H26.12)(H30.1～H30.12)」 35



社会増加率が高い市町村（道内上位１０市町村）

【社会増減率が高い理由】
・宅地造成・分譲による周辺地域からの転入
・介護・福祉施設の建設による入居者・従業員の転入
・移住促進住宅・子育て支援住宅等の建設による入居者の転入
・観光業等による従業者の転入
・その他（企業誘致による従業者の転入、学校誘致による生徒及び関係者の転入 など）

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口・人口動態及び世帯数」

人口

（H27.1.1）

社会増減数

（転入-転出）
社会増減率

人口

（H26.1.1）

社会増減数

（転入-転出）
社会増減率

（人） （人） （％） （人） （人） （％）

北海道 5,431,658 -8,401 -0.15 北海道 5,463,045 -8,123 -0.15

1 ニセコ町 4,983 125 2.57 1 喜茂別町 2,448 75 3.13

2 東神楽町 10,237 190 1.89 2 西興部村 1,173 35 3.01

3 東川町 7,994 103 1.30 3 東神楽町 10,050 191 1.93

4 七飯町 28,785 151 0.52 4 鶴居村 2,537 25 0.99

5 真狩村 2,156 10 0.46 5 真狩村 2,151 17 0.79

6 札幌市 1,936,016 8,580 0.44 6 東川町 7,948 52 0.65

7 厚真町 4,711 20 0.42 7 豊浦町 4,369 28 0.64

8 幕別町 27,660 90 0.33 8 札幌市 1,930,496 9,898 0.51

9 鶴居村 2,532 8 0.32 9 七飯町 28,824 148 0.51

10 倶知安町 15,825 43 0.27 10 幕別町 27,682 135 0.49

順

位
市町村名

順

位
市町村名

（2014（平成26）年） （2013（平成25）年）

（2018（平成30）年） （2017（平成29）年） 更新

順

位
市町村名

人口
(H31.1.1)

（人）

社会増減
数

（人）

社会増減率
（％）

順

位
市町村名

人口
(H30.1.1)

（人）

社会増減
数

（人）

社会増減
率

（％）
北海道 5,304,413 -3,715 -6.96 北海道 5,339,539 -2,890 -0.05

1 占冠村 1,508 67 4.62 1 占冠村 1,450 195 15.50

2 ニセコ町 5,298 116 2.23 2 留寿都村 2,049 90 4.56

3 真狩村 2,102 36 1.72 3 赤井川村 1,262 48 3.91

4 倶知安町 16,642 237 1.44 4 東川町 8,328 188 2.30

5 東川町 8,382 114 1.37 5 上士幌町 4,988 99 2.01

6 上士幌町 5,000 62 1.24 6 西興部村 1,117 18 1.61

7 恵庭市 69,850 563 0.81 7 秩父別町 2,436 36 1.48

8 西興部村 1,114 7 0.63 8 ニセコ町 5,203 68 1.32

9 猿払村 2,745 16 0.59 9 仁木町 3,386 41 1.21

10 長万部町 5,493 32 0.58 10 下川町 3,339 28 0.83
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21,966 
22,902 

24,999 

28189

31,726 

36,061 

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

32,000

34,000

36,000

38,000

H26 H27 H28 H29 H30 H31

（人）

外国人の人口移動

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」

○外国人人口は５年連続で増加、10市町村で外国人の転入により社会増となっている。

人口ビジョン
掲載無し

■リゾート地におけるホテルなどでの雇用の

増加のほか、技能実習生の増加や外国人を

雇用する企業の増加等により転入超過と

なっていると考えられる。

【外国人の社会増が多い上位10市町村】 （人）

【社会増となっている市町村(31)】

※は外国人の増加により社会増となった市町村

外国人登録者数の推移

市町村
H30社会
増減数

市町村
H30社会
増減数

1 札幌市 1,124 6 函館市 109

2 倶知安町 407 7 恵庭市 85

3 旭川市 148 8 帯広市 79

4 釧路市 112 9 北広島市 76

5 千歳市 111 10 江別市 73

札幌市 江別市 恵庭市 倶知安町※ 千歳市

北広島市 石狩市 ニセコ町 東川町 占冠村

上士幌町 苫小牧市※ 真狩村 長万部町※ 当麻町

比布町 佐呂間町※ 沼田町 猿払村※ 豊頃町

秩父別町 大空町 蘭越町※ 鶴居村 下川町

西興部村 留寿都村※ 赤井川村 厚真町※ 遠別町※

標津町※

37



外国人を含む社会動態

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」

○総計（日本人＋外国人）の社会動態についても、減少傾向にあるが、2018年は増加となっ
ている。

人口ビジョン
掲載無し

（人）

△ 3,715

△ 2,890

△ 3,724

△ 6,334

△ 8,401

△ 8,123

△ 9,000 △ 8,000 △ 7,000 △ 6,000 △ 5,000 △ 4,000 △ 3,000 △ 2,000 △ 1,000 0

2018

2017

2016

2015

2014

2013
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札幌市への転入超過

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」(2018年 外国人含む)

都市雇用圏の定義は
東京大学大学院経済学研究科・経済学部 金本良嗣・
同志社大学経済学部 徳岡一幸
「日本の都市圏設定基準」(2001年5月22日）

○道内から札幌市への転入超過数は、上位9都市からで半数以上を占めている。
○上位9都市は、小樽市を除き大都市雇用圏の中心地となっており、大都市雇用圏またはその周辺から

転入超過となっている。
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転入超過数

道内からの札幌市への転入超過数と

道内各市町村から札幌市への転出超

過数の比の累計

都市圏の
中心地

函館市 森町 96 八雲町 68 松前町 42

小樽市 余市町 29 稚内市 25 倶知安町 21

旭川市 富良野市 109 士別市 106 名寄市 70

室蘭市 旭川市 21 北見市 15 函館市 14

釧路市 根室市 82 厚岸町 64 浜中町 49

帯広市 釧路市 94 音更町 63 広尾町 54

北見市 美幌町 75 紋別市 55 遠軽町 44

岩見沢市 美唄市 66 滝川市 63 紋別市 14

苫小牧市 白老町 104 むかわ町 102 日高町 62

都市圏の中心地別　転入超過数上位３市町村

※室蘭市の4位以降は、網走市13人 伊達市12人 白老町11人
帯広市の4以降は、北見市39人、鹿追町33人

札幌市への転入超過数（人）
（人）

人口ビジョン
掲載無し
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札幌市への人口集中割合

1975年 1985年 1995年 2005年 2015年

北海道 5,338,206 5,679,439 5,692,321 5,627,737 5,381,733

札幌市 1,240,613 1,542,979 1,757,025 1,880,863 1,952,356

割合 23.2% 27.2% 30.9% 33.4% 36.3%

更新

○札幌市への人口集中が進んでおり、2015(平成27)年現在で約3分の1以上となっている。

1970年 1980年 1990年 2000年 2010年

北海道 5,184,287 5,575,989 5,643,647 5,683,062 5,506,419

札幌市 1,010,123 1,401,757 1,671,742 1,822,368 1,913,545

割合 19.5% 25.1% 29.6% 32.1% 34.8%

出典：総務省「国勢調査」 40



男女・道内・道外年齢別転入超過数（札幌市2018(H30）年）

更新

○道内は男女とも「0～4歳」を除く全ての年齢階級で転入超過となっている。
○道外から男女ともに「20～29歳」で転出超過規模が大きくなっている。
○特に、「20～24歳」の女性が、道内からの転入超過、道外への転出超過ともに大きな規模となっている。

出典：札幌市「平成３０年中の札幌市の人口動態（住民基本台帳による）」
※日本人のみの値。
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男女・道内・道外・移動理由別20～29歳の転入超過数

更新

○道内における札幌市への転入超過の要因については、男女ともに「就職」「転職」など職業的理由が多い。
○道外への転出超過の要因についても、男性は「就職」、女性は「就職」、「転勤」と職業的理由が多い。

出典：札幌市より提供
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21大都市の合計特殊出生率

更新

○札幌市の合計特出生率は全国平均より低く、全国２１大都市の中で最も低い。

出典：厚生労働省「人口動態調査」

平成２７年（2015年）
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４．将来推計関係
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市町村別人口減少率の推計
○国による推計を市町村別に見ると、令和22年（2040年）には、全市町村の半分以上の市町村で、人口

が2015年現在の６割以下になると見込まれている。

市町村数 割合 市町村数 割合 市町村数 割合

8 4.3% 2 1.1% 1 0.5%

38 20.2% 16 8.5% 7 3.7%

122 64.9% 28 14.9% 13 6.9%

20 10.6% 73 38.8% 24 12.8%

0 0.0% 61 32.4% 54 28.7%

0 0.0% 8 4.3% 89 47.3%

50以下 0 0.0% 0 0.0% 27 14.4%

188 100.0% 188 100.0% 188 100.0%

R12（2030）年 R22（2040）年

80～90
70～80
60～70
60以下

全体

R2（2020）年分類
（対2010年比）

100％超
90～100

更新
2018推計

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

市町村数 割合 市町村数 割合 市町村数 割合

12 6.4% 9 4.8% 4 2.1%

33 17.6% 10 5.3% 8 4.3%

95 50.5% 22 11.7% 8 4.3%

44 23.4% 40 21.3% 14 7.4%

4 2.1% 68 36.2% 31 16.5%

0 0.0% 39 20.7% 123 65.4%

50以下 0 0.0% 7 3.7% 72 38.3%

188 100.0% 188 100.0% 188 100.0%

R22（2040）年

60～70
60以下

全体

R2（2020）年 R12（2030）年分類
（対2010年比）

100％超
90～100
80～90
70～80
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2010（平成25）年の総人口を100とした時の2040(令和22)年の市町村の総人口指数

更新
2018推計

60％以下

70以上80％未満

80以上90％未満

90以上100％未満

100％以上

60以上70％未満

2040年市町村別推計人口
（対2010年比）

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

2013推計
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人口減少段階別・人口規模別の市町村数の状況

○「第２段階」に該当する市町村が約8％と少なく、殆どが「第１段階」か「第３段階」となっている。
○「第３段階」は、2010年の人口が5千～3万人の市町村が多い。

第１段階 16 (88.9) 11 (78.6) 13 (34.2) 10 (19.2) 11 (16.7) 61 (32.4)

第２段階 1 (5.6) 2 (14.3) 7 (18.4) 9 (17.3) 3 (4.5) 22 (11.7)

第３段階 1 (5.6) 1 (7.1) 18 (47.4) 33 (63.5) 52 (78.8) 105 (55.9)

合計 18 (100.0) 14 (100.0) 38 (100.0) 52 (100.0) 66 (100.0) 188 (100.0)

3万人

～10万人
10万人～

市町村の人口規模

合計
～5千人

5千人

～1万人

1万人

～３万人

更新

2010年から2040年にかけた道内市町村の人口減少(2013推計)

2010年から2040年にかけた道内市町村の人口減少(2018推計)

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

第１段階：「高齢者人口」増加 「年少人口」「生産年齢人口」減少
第２段階：「高齢者人口」維持・微減 (0～10％) 「年少人口」「生産年齢人口」減少
第３段階：「高齢者人口」減少 (11％以上) 「年少人口」「生産年齢人口」減少

47

第１段階 17 (94.4) 11 (78.6) 12 (31.6) 8 (15.4) 6 (9.1) 54 (28.7)

第２段階 0 (0.0) 2 (14.3) 3 (7.9) 7 (13.5) 3 (4.5) 15 (8.0)

第３段階 1 (5.6) 1 (7.1) 23 (60.5) 37 (71.2) 57 (86.4) 119 (63.3)

合計 18 (100.0) 14 (100.0) 38 (100.0) 52 (100.0) 66 (100.0) 188 (100.0)

市町村の人口規模

合計
10万人～

3万人 1万人 5千人
～5千人

～10万人 ～３万人 ～1万人



人口の将来見通し（総人口）

更新

○仮定１、２の推計では、２０４０年で約460～450万人の人口を維持。
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＜仮定１＞
①自然動態

合計特殊出生率は、国の長期ビジョンと同様、2030（令和32）年に1.8、
2040（令和22）年に2.07の人口置換水準まで上昇する。

②社会動態
道外への転出超過数は、現在、約▲8,000人であるが、2016（平成28）年以降、

マイナスが縮小し、2019年（令和元年）で、現在の半分の▲4,000人になる。
2020年（平成32年）以降もマイナス幅は縮小し、社人研推計と同様に、

2025年（令和7年）で社会増減数が均衡し、転出超過がゼロとなる。

仮定１

国の推計準拠

仮定２

仮定１

国の推計準拠

仮定２

＜仮定２＞
①自然動態

合計特出生率は、札幌市に関しては、2030年（令和12年）に1.5、2040年（令和22年）に1.8、
2050年（令和32年）に2.07まで上昇する。

札幌市以外は仮定１と同様に、2030（令和32）年に1.8、2040（令和22）年に2.07まで上昇する。
②社会動態

社会増減に関しては、仮定１と同様に推移する。

更新＜仮定１＞
①自然動態

合計特殊出生率は、国の長期ビジョンと同様、2030（令和32）年に1.8、
2040（令和22）年に2.07の人口置換水準まで上昇する。

②社会動態
道外への転出超過数は、現在、約▲4,000人となっており、2019（令和元）年

以降、マイナスが縮小し、社人研推計と同様に、2023年（令和7年）で社会増減
数が均衡し、転出超過がゼロとなる。

更新＜仮定２＞
①自然動態

合計特出生率は、札幌市に関しては、2030年（令和12年）に1.65、2040年（令和22年）に1.8、
2050年（令和32年）に2.07まで上昇する。

札幌市以外は仮定１と同様に、2030（令和32）年に1.8、2040（令和22）年に2.07まで上昇する。
②社会動態

社会増減に関しては、更新＜仮定１＞と同様に推移する。
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